11年１月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）　
消費税廃止各界連絡会
ご通行中の皆さん、消費税の増税に反対している消費税廃止各界連絡会です。いま街頭
で、消費税増税反対の宣伝をおこなっています。しばらくの間ご協力をお願いします。

　みなさん、菅民主党政権は昨年末、２０１１年度「税制改正大綱」を閣議決定しました。決定された大綱は、大企業向け法人税を減税する一方で、成年扶養控除の一部廃止を盛
り込むなど、「大企業減税、庶民増税」が特徴となっています。消費税については、今年の
半ばまでに、社会保障改革と一体に増税法案をまとめるとしています
　菅首相は、年頭会見で、社会保障の財源を口実にして、消費税の増税に踏み切る決意を改めて示し、その後のテレビ番組では、消費税の増税に政治生命を賭けるとまで言い切りました。

　１月14日に発足した菅第２次改造内閣では、消費税増税論者の与謝野馨氏を経済財政担当大臣に就けたのをはじめ、これまで、消費税増税の旗振り役を果たしてきた枝野幸男氏や藤井裕久氏など、強固な消費税増税推進派を中心に据えました。まさに消費税を増税するための内閣ともいえる布陣となっています。いま、この消費税増税内閣が動きはじめています。
　みなさん、１９８９年４月１日に消費税が実施されから、今年４月で、ちょうど22年になります。消費税が導入されて以降の消費税収入は、２２４兆円にも及んでいます。そして、同じ期間の大企業向け法人税の減税額が、２０８兆円になります。ここには、何のために消費税が導入されたかが、はっきりと示されています。
財界は22年前の消費税導入時、当時の政府に、大企業向け法人税の減税と一体で消費税の創設を要求しました。消費税は、この財界の要求に沿って、最初から大企業向け法人税の減税財源として導入されたのです。

　当時の政府や財界は、消費税導入の本当の目的を隠すために、偽りの看板を掲げました。それが、「社会保障のため、高齢化社会に備えるため」という看板でした。そして、マス
メディアなどを使って大キャンペーンを展開し、消費税の導入を強行しました。
このことは、当時の政府税制調査会の会長だった加藤寛氏が「消費税を導入したとき、高齢化社会に備えるためといわれ、我々もそう説明しましたが、本当はあれは、ああ言えば一般の人にわかり易いからということでした。消費税の本来の意義はそういうものではないのです」と告白したことによっても明瞭になっています。

菅改造内閣は、この消費税導入当時と同様の「社会保障のため」という偽りの看板を掲げて、今また消費税の増税を強行しようとしています。11年度税制改正大綱では、すでに大企業向け法人税の５％引き下げを決定しています。しかし、その財源の確保はできていません。結局、法人税減税の財源を、消費税によってまかなおうというのが、今回の消費税増税の本当の目的なのです。
　みなさん、社会保障のためという偽りの看板に二度と惑わされず、いまこそ消費税増税反対の声を大きく上げようではありませんか。

　税金の集め方、使い道を改革すれば、消費税に頼ることなく、社会保障を充実させ、さらには財政を健全化させることができます。こうした提案をして、消費税増税に反対している各界連の署名にご協力をお願いします。
